
ひばりヶ丘駅北口地区地区計画区域内における壁面後退区域の管理に関する協定書
【私　道】

　西東京市（以下「甲」という。）と壁面の位置の制限を受ける建築物の所有者（以下「乙」という。）とは、ひばりが丘北三丁目、ひばりが丘北四丁目各地内に存するひばりヶ丘駅北口地区地区計画（以下「地区計画」という。）に基づく壁面後退区域の管理について、次のとおり協定を締結する。

（対象となる土地）

第１条　この協定の対象となる土地（以下「区域」という。）は、地区計画計画図３に定める建築物の壁面の位置の制限で示す範囲であり、別添図のとおりとする。
２　区域の詳細範囲については、別添敷地配置図に示すとおりとする。
（土地の使用承諾）

第２条　乙は、前条に定める区域を甲が一般交通の用に供する区域として使用することを承諾し、その使用料については無償とする。
２　乙は、区域内に建築物の部分、工作物、設備、看板、広告物、ドライエリア等の設置を行わないものとする。
（管理の方法）

第３条　甲は、第１条に定める区域の管理者となり私道に準じた維持管理を行う。ただし、日常の清掃作業及び給排水施設等の歩行機能以外の機能を持つ部分の維持管理を除く。
２　甲は、この区域の維持管理のために行う工事及びその他作業等について、乙にその旨を事前に通知し日程調整の上、実施することができるものとする。ただし、緊急やむを得ないときは、この限りでない。
（費用の負担）

第４条　前条第１項に定める維持管理に係わる費用は、甲が負担する。ただし、ひばりヶ丘駅北口地区地区計画に係る施設整備等の基準第３の２に掲げる構造によらないものは、この限りでない。
（協定の承継）

第５条　乙は、土地所有権及び建築物の所有を目的とする地上権又は賃借権を移転する場合は、新たにその権利を取得する者に対し、この協定を受認することを条件として移転するとともに、新たに権利を取得した者は、これを承継しなければならない。
２　乙は、前項の規定により新たな協定書を承継した者に、遅滞なく市長に届け出させるものとする。
（協定の開始日）

第６条　この協定は、協定締結が完了した日から効力を発する。
（その他）

第７条　この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項は、その都度、甲と乙とが協議をして定めるものとする。
　　　　　年　　月　　日
（甲）　　東京都西東京市南町五丁目６番13号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西東京市　代表者　市長
（乙）　　東京都西東京市ひばりが丘北　丁目　番　号
　　　　　　　　　　　○○　○○
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別添図





























配置図等に壁面後退線を記入のうえ、壁面後退区域が明確な図を記入





【参　考】





敷地配置図








